
れんらくつう

止， 木製くさび，索移i:およびセキ号ヰI~締用布Iì助金具等がある。

ー」鉄J口述絡船。(今問光匡D

れんらくつうこうけん 連絡通行権 地方鉄道・軌道の営業

mの固定資産のうち I 1!l~形固定資産を構成する科目の 1 つ。内

容は以下に掲げるとおり。

1 地方鉄道 ・ 軌道が連絡W'Iにおーいて，相手ブJたる他鉄道の

既設施設を利J目するため，相手方のために制Ij線の L1Y/殻 ・ 移設，

m降幼・跨線開E等の鉱張新設をなし， その所有権を移転した場

合の諸施設の建設政相当額。

2 矯を建設し， その所有権を公共団体に移転し， 僑上に自

総を敷設する場合の織の建設政相当側。

3 その他 1， 2 に準ずるもの。

以上の現物給付の代償として地方鉄道 ・ 軌道が同給付を受け

たものに対して， 以後取得する連絡椛または通行縦をし、う。\lB

和11 26 ・ 1 巡輸省令第 2 号地方鉄道業会計規則自\; 5 条により，財

務諸表および賄勘定科目が般立された結果， 従来建設胞と I呼ば

れた鉄道の滋業m固定資産科目中の総;係~'( ， または迎絡設耐1i'l立

中に盤誼!されてきたこれらのrJ'(周が，あらたに鉄ìtijU\形固定資

産中に連絡通行権として整恕されることにな った。なお， 法人

税法上では鉄道軌道連絡通行施設利用権と呼ばれ，無形回定資

産として滅!日目償却の場合 30 年の耐周年数が認められている (HB

和 26 ・ 5 大政省令第 50 号別表). (森品有~吾)

れんらくにもつ・かもつのじゅじゅちてん 連絡荷物・貨

物の授受地点 連総連総括量以1の接続駅で， 連絡荷物 ・ 貨物の

受渡しをする均所として関係迎翰綴闘の聞で協議して定められ

た地点。その授受地点は連絡荷物 ・ 貨物巡送上の|其1係運輸際限l

の責任の分界点となるほか， 接続地点における中継作業の負担

の分界として定められることもある。国鉄 と 他の巡輪後|民1 との

ìili絡五Ií紛の場合の授受地点は， 原則 と して国鉄において彼自 11 を

行うホー ムまたはこれに準ずる場所が通例であるが，それらは

具体的に作業の実情にJ~ 1l応した場所が授受地点として， 授受l時

刻などと共に|刻係五Ií紛織l弘l脂lで協定される。なお駅榊内の貨車

の授受線も ， 関係迎輸俄|話!の道i送上の責任の分界点として， j受

受地点主同綴の意味をもっているので，広義の連絡貨物のどE受

地点ということができる。(佐藤佳年)

れんらくにもつ・かもつのちゅうけいひょう 連絡荷物・

貨物の中継費用 連絡荷物および貨物は， その巡送途中の各

)lli輸機 |測の接続地点において車両の直通する貨物等のほかはす

べて絞後作業を裂し，これに要する費用を中継費用と L 、う。

現在国鉄線と連絡五Ií輸韓基闘との接続mは 430 余りにおよんで

おり，それぞれ異なった接続状態にある。この奥なった状態に

ある接続訳て'行われる荷物および貨物の中継作業は，おのずか

ら奥なる方法 ・ 状態にあるので， ill!絡巡輸の開始に当り両運輸

措置関間において l務総決定すべき事柄であるが， /1日々に取決めを

行うことは苦IJ!底その実行に適しな L 、から ， これを制度化してお

き，この制度にのっとって取扱うことによってのみ連絡巡輸を

行う方法を採っている。

この中継費用は関係巡愉後関の負担となっている。この場合

平扱貨物で非直通総， 社航路， 自動車線にまたがるものは，そ

れとの接続錨所におL、て必ずftU央作業が1=rわれるので，これに

裂する費用も広いな'*では中縦政肝iであるが， 現在この場合の

費用は接続料として荷主から収受することになっているので，

ここにしづ中継費用ではない。 (鈴木与吉)

ろ

ろうじ ゅぶっ し 労需物資 労務者作業用必需物資の1It'(t~äで

あって，物資需給調整法による統制l時代からし、し、ならされてき

たが，統~I~J解除後は漸次陳腐な用語となった。

国鉄の労話物資は 1 被服類( 94 品名) 2 111手はきも

の類( 4 品名) 3 石けん洗剤類( 2 品名)からなり， 1 は被

服類貸与および共用規程 2 はíIi手およびはきもの類貸与お

よび共用規税 3 は単独の依命通達によって貸与・共用 ・ 配給

されることになっている。被1J1l.類は鉄道創設当時から作業上必

裂であるとして貸与されてきたのであるが， 被lIItl::(与にはいわ

ゆる三原則といわれるものすなわち 1 常時かつひん繁に旅

客公衆に接するこ k をその職務の本領とするもの(按客職) 2 

職員と部外者と，職務上の関係で一見して職員であることを識

別することを必要とするもの(識別職) 3 汚倒甚大なもの(汚

損職)があって，以上のそれぞれの該当職極に貸与されている。

これは現物給与ではなく ， また勤務中は着用を貌務づけられて

おり，このうち主要被JJfl.は貸与期限後は返納することになって

いる。"II手 ・はきもの類は昭和 15 年軍需重点主義により個人入

手が困難となり ， 作業能率に員長響するところがはなはだしくな

ったので， 当局が一括調達のうえ職務上必要なものとして貸与

することに決定して以来， 引統き今日に至っているものである

が，軍手 ・ はきもの旗は元来保護具的な性絡をもっているので，

昭和 27 年に労働密度と冬期寒冷度合との両聞から，いわゆる

傾斜配給方式によることに改正強化された。また労稿用石けん

洗剤類については，従来なんら統一されておらず不均衡な配給

であったが， 昭和 24 年に配給基準率が制定笑施されるにいた

ってようやく整備された。 E見品には固形石けんと繰り石けんと

があるが，ともに被IJIi!. ~iのがtたく用として被服の汚抑圧Eを ìJilJ 7È

して配分基準がきめられている。

労需物資を予算而でみると ， 被服類と 112手 ・ はきもの類とは，

勘定科目被IJmで支弁され， 昭和 31 年度で約四億円が決算さ

れている。また労需用石けん洗剤l類については日ii 消品政て'支1t

され年間 6 千万円程度の決算を している。つぎに労需物資の調

達については， 被服類の 80 %が直営被服工場で生産され， そ

の他の物品は製品購入されている。またその調達区分は中央部l

逮品が 95 % ， 地ブ!jä別迷品が 5 % となっている。{菊池芳太郎)

ろうどういいんかい 労働委員会 労働関係に介入して労働

関係の適当な調整をはかることを任務とする国家俄関であって

(労働組合法〔以下労組法〕第 19 条)，わが国労働法の運用上もっ

とも重要な役割jをもつものである。陵上の労働関係のための労

働委員会主，海上の労働関係のための船員労働委員会とがあり ，

それぞれ中央労働奈良会(中労委) ・ 船員中央労働委員会(船中

労委)・地方労働妥員会(地労委) ・ 紛員地方労働委員会(紛地労

委) ・ にわかれている(労組法第 19 条第 7 項) 。 なお国鉄 ・ 電

電 ・ 専売の 3 公社および郵便 ・林野 ・印刷 ・ 造幣・ アノレコ ー ノレ

の 5 現業と ， その職員聞の紛争の調整については，べつに 事 公

共企業体等労働委員会 ・ が設けられている(公共企業休等労働

関係法第 19-35 条)。

労働委員会は労働者委員 ・使用者委員および公益委員各同数
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